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はじめに 男女平等について

　平成11年に男女共同参画社会基本法が公布・施行されて以降、長崎県では、男女共同
参画推進条例の制定、男女共同参画基本計画の策定及び改定、男女共同参画推進センター
の設置などを行い、県内の男女共同参画の推進に努めているところです。
　また、平成26年12月には「ながさき女性活躍推進会議」が発足し、官民一体で女性の
活躍推進に向けた取組を行っているところです。
　今回の「男女共同参画社会に向けての県民意識調査」は第１回実施の平成９年度から５
回目となりますが、県民の皆様の男女共同参画に関する意識・実態等について把握し、今
後の男女共同参画社会の実現に向けた施策の構築や、次期「長崎県男女共同参画基本計画」
の策定における基礎資料を得ることを目的として実施いたしました。
　今回の調査にご協力いただきました県民の皆様に、心からお礼を申し上げます。

　　平成27年３月

長崎県県民生活部長　　辻　 良 子　　

　社会生活における男女平等については、「政治や行政の政策・方針決定の場」「社会通念、
慣習・しきたり」「社会全体」に関しては約７割、「家庭生活」「職場」に関しては半数以上
が「男性が優遇されている」と感じています。一方、「学校教育」に関しては66.7％が

「平等である」と感じています。

●社会生活における男女平等

平成26年度男女共同参画社会に向けての県民意識調査

○調査対象者　長崎県内に居住する満20歳以上の県民3,000人
○調 査 時 期　平成26年11月～12月
○調 査 方 法　郵送による発送・回収
○回 収 状 況　1,090人(36.3％) 男性455人、女性607人、不明28人
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○男女平等について
　社会生活の多くの場面で男性が優遇　
　「男女共同参画社会」の言葉の認知度は73.2％
○家庭生活・地域活動について
　家事の主役は「妻」だが、重要な意思決定は「両方
　同じ程度」又は「夫」
　｢夫は外で働き､妻は家庭を守るべき｣に賛成45.9％､
　反対40.3％
　重要視されている「夫婦や家族間でのコミュニ
　ケーション」
○就労及びワーク・ライフ・バランスについて
　全体的に「性別によって差がない」と考えている
　人が47.3％と約半数
　｢家庭生活又は地域活動と仕事を両立｣が望まれている
　ワーク･ライフ･バランス実現のために必要なのは
　多様な環境整備
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　「結婚後も女性が職業をもつこと」に肯定的
　女性の再就職に必要とされている「再雇用制度の
　普及促進」
　男性の育児・介護休業「取ったほうがよい」が７割超
○人権（セクハラ・ＤＶ）について
　身体的なＤＶを受けたことがある女性は20.5％
○女性の活躍促進・男女共同参画社会づくりについて
　女性が増えるとよいと思う職種は「国・都道府県・
　市町村の議会議員」
　女性参画のために必要な「性別による役割分担や
　性差別の意識改革」
　行政に望まれる施策は「休業･休暇･短時間勤務など
　制度の充実」
　県男女共同参画推進センターに望まれる「男女共同
　参画に関する情報の収集・提供」
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社会生活の多くの場面で男性が優遇

　男女共同参画社会に関連する言葉の認知度については、「育児休業制度・介護休業制度」
87.9%、「男女雇用機会均等法」86.0％ 、「男女共同参画社会」73.2％となっています。

●男女共同参画社会に関連する言葉の認知度

「男女共同参画社会」の言葉の認知度は73.2％

1

（1）家庭生活

（2）職場

（3）学校教育

（4）地域活動

（6）法律や制度上

（8）社会全体

（1）男女共同参画社会

（2）男女雇用機会均等法

（3）育児休業制度・介護休業制度

（4）ジェンダー

（5）ワーク・ライフ・バランス

（6）「202030」（にいまる・にいまる・さんまる）

（7）長崎県男女共同参画推進センター

（5）政治や行政の政策
　  ・方針決定の場

（7）社会通念、慣習・
　  しきたり

男性の方が
非常に優遇

どちらかと言えば
男性の方が優遇 平等である 無回答

どちらかと言えば
女性の方が優遇

女性の方が
非常に優遇

わからない

内容まで知っている 聞いたことはあるが内容までは知らない 知らない 無回答

（n＝1,090）

（n＝1,090）
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　男女共同参画社会に関連する言葉の認知度については、「育児休業制度・介護休業制度」
87.9%、「男女雇用機会均等法」86.0％ 、「男女共同参画社会」73.2％となっています。

●男女共同参画社会に関連する言葉の認知度

「男女共同参画社会」の言葉の認知度は73.2％
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（7）長崎県男女共同参画推進センター
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　  ・方針決定の場

（7）社会通念、慣習・
　  しきたり

男性の方が
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男性の方が優遇 平等である 無回答

どちらかと言えば
女性の方が優遇

女性の方が
非常に優遇

わからない
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家庭生活・地域活動について

　結婚や家庭についての考え方を見ると、「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」
に「賛成」及び「どちらかと言えば賛成」の合計は45.9％、「反対」及び「どちらかと言
えば反対」の合計は40.3％であり、賛成が反対を上回っています。

●「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」という考え方について

　男性が家事、子育て、介護、地域活動に積極的に参加するために必要なことについては、
「夫婦や家族間でのコミュニケーションをよくはかる」が最も多く51.1％、次いで「男性
が家事などに参加することに対する男性自身の抵抗感をなくす」41.6％、「労働時間短縮
や休暇制度を普及することで、仕事以外の時間をより多く持てるようにする」38.1％とな
っています。

●今後、男性が家事、子育て、介護、地域活動に積極的に参加していくために必要なこと
（複数回答）

「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」に賛成45.9％、反対40.3％
　家庭内での役割分担については、ほとんどの項目について「主として妻」が最も多くな
っています。
　家庭における意思決定については、「家計費の管理」は59.2％が「主として妻」ですが、
「子どもの教育方針や進路」「介護問題」については「夫と妻が両方同じ程度」の割合が最
も高く、「土地、家屋の購入」については「主として夫」「どちらかと言えば夫」の合計が
44.9％と、「主として妻」「どちらかと言えば妻」の合計6.7％を大きく上回っています。

●家庭内での役割分担

●家庭における意思決定

家事の主役は「妻」だが、重要な意思決定は「両方同じ程度」又は「夫」

重要視されている「夫婦や家族間でのコミュニケーション」
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全体

男性

女性

賛成

（1）食料品などの買い物

（2）食事のしたく

（3）食後の片付け

（4）掃除

（5）洗濯

（6）育児

（7）子どもの教育

（8）PTA（学校行事など）への参加

（9）地域活動への参加

（10）高齢者の世話・介護

（1）家計費の管理

（2）土地、家屋の購入

（3）子どもの教育方針や進路

（4）介護問題

主として夫

どちらかと
言えば夫

夫と妻が両方
同じ程度 どちらかと

言えば妻 主として妻
わからない

その他の人
無回答

主として夫

どちらかと
言えば夫

夫と妻が両方
同じ程度

どちらかと
言えば妻 主として妻

その他の人
わからない

無回答

どちらかと言えば賛成 どちらかと言えば反対 無回答反対 わからない

そ
の
他

特
に
必
要
な
こ
と
は
な
い

無
回
答

男
性
が
家
事
な
ど
に
参
加
す
る
こ
と
に

対
す
る
女
性
の
抵
抗
感
を
な
く
す

国
や
地
方
自
治
体
な
ど
の
研
修
等
に
よ
り

男
性
の
家
事
、子
育
て
、介
護
等
の
技
能
を

高
め
る

男
性
が
子
育
て
や
介
護
、地
域
活
動
を

行
う
た
め
の
仲
間（
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
）づ
く
り

を
す
す
め
る

家
庭
や
地
域
活
動
と
仕
事
の
両
立
な
ど
の

問
題
に
つ
い
て
、男
性
が
相
談
し
や
す
い

窓
口
を
設
け
る

男
性
が
家
事
、子
育
て
、介
護
、地
域
活
動

に
関
心
を
高
め
る
よ
う
啓
発
や
情
報
提
供

を
行
う

夫
婦
の
役
割
分
担
な
ど
に
つ
い
て
の
当
事
者

の
考
え
方
を
、年
配
者
や
ま
わ
り
の
人
が

尊
重
す
る

社
会
の
中
で
、男
性
に
よ
る
家
事
、子
育
て
、

介
護
、地
域
活
動
に
つ
い
て
も
、そ
の
評
価

を
高
め
る

労
働
時
間
短
縮
や
休
暇
制
度
を
普
及
す
る

こ
と
で
、仕
事
以
外
の
時
間
を
よ
り
多
く

持
て
る
よ
う
に
す
る

男
性
が
家
事
な
ど
に
参
加
す
る
こ
と
に

対
す
る
男
性
自
身
の
抵
抗
感
を
な
く
す

夫
婦
や
家
族
間
で
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

を
よ
く
は
か
る

全体（n=1,090）
男性（n=   455）
女性（n=   607）

（n＝1,090）

（n＝1,455）

（n＝1,607）

（n＝746）

（n＝746）



家庭生活・地域活動について

　結婚や家庭についての考え方を見ると、「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」
に「賛成」及び「どちらかと言えば賛成」の合計は45.9％、「反対」及び「どちらかと言
えば反対」の合計は40.3％であり、賛成が反対を上回っています。

●「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」という考え方について

　男性が家事、子育て、介護、地域活動に積極的に参加するために必要なことについては、
「夫婦や家族間でのコミュニケーションをよくはかる」が最も多く51.1％、次いで「男性
が家事などに参加することに対する男性自身の抵抗感をなくす」41.6％、「労働時間短縮
や休暇制度を普及することで、仕事以外の時間をより多く持てるようにする」38.1％とな
っています。

●今後、男性が家事、子育て、介護、地域活動に積極的に参加していくために必要なこと
（複数回答）

「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」に賛成45.9％、反対40.3％
　家庭内での役割分担については、ほとんどの項目について「主として妻」が最も多くな
っています。
　家庭における意思決定については、「家計費の管理」は59.2％が「主として妻」ですが、
「子どもの教育方針や進路」「介護問題」については「夫と妻が両方同じ程度」の割合が最
も高く、「土地、家屋の購入」については「主として夫」「どちらかと言えば夫」の合計が
44.9％と、「主として妻」「どちらかと言えば妻」の合計6.7％を大きく上回っています。

●家庭内での役割分担

●家庭における意思決定

家事の主役は「妻」だが、重要な意思決定は「両方同じ程度」又は「夫」

重要視されている「夫婦や家族間でのコミュニケーション」
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す
い

窓
口
を
設
け
る

男
性
が
家
事
、子
育
て
、介
護
、地
域
活
動

に
関
心
を
高
め
る
よ
う
啓
発
や
情
報
提
供

を
行
う

夫
婦
の
役
割
分
担
な
ど
に
つ
い
て
の
当
事
者

の
考
え
方
を
、年
配
者
や
ま
わ
り
の
人
が

尊
重
す
る

社
会
の
中
で
、男
性
に
よ
る
家
事
、子
育
て
、

介
護
、地
域
活
動
に
つ
い
て
も
、そ
の
評
価

を
高
め
る

労
働
時
間
短
縮
や
休
暇
制
度
を
普
及
す
る

こ
と
で
、仕
事
以
外
の
時
間
を
よ
り
多
く

持
て
る
よ
う
に
す
る

男
性
が
家
事
な
ど
に
参
加
す
る
こ
と
に

対
す
る
男
性
自
身
の
抵
抗
感
を
な
く
す

夫
婦
や
家
族
間
で
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

を
よ
く
は
か
る

全体（n=1,090）
男性（n=   455）
女性（n=   607）

（n＝1,090）

（n＝1,455）

（n＝1,607）

（n＝746）

（n＝746）



就労及びワーク・ライフ・バランスについて

　男女がともにワーク・ライフ・バランスを実現するために必要なことについては、「子
どもが病気やけがの時などに休みが取れる制度を導入する」が最も多く38.5％、次いで
「女性が働くことに対する、家族や職場など周囲の理解・協力を深める」29.4％、「育児
休業制度・介護休業制度を普及促進する」29.2％となっています。

●男女がともにワーク・ライフ・バランスを実現するために必要なこと（複数回答）

　女性が職業をもつことに対する考え方については、「子どもができたら出産や子育てに
専念するためいったん退職し、子育てが落ち着いた後、再び職業をもつ方がよい」が最も
多く51.2％、次いで、「子どもができても、ずっと職業を続ける方がよい」26.4％となっ
ています。

●女性が職業をもつことに対する考え方

ワーク・ライフ・バランス実現のために必要なのは多様な環境整備
　勤務先での性別による仕事や待遇面での差については、全ての項目で「性別によって差
がない」との回答が最も多くなっています。全体的には「性別によって差がない」が
47.3％と約半数である一方で、「男性の方が非常に優遇」「どちらかと言えば男性の方が
優遇」の合計も31.9％と３割を超える高い割合となっています。

●勤務先での性別による仕事や待遇面での差

　ワーク・ライフ・バランスの望ましい形については、「家庭生活又は地域活動と仕事を
両立」が男性48.8％、女性62.6％といずれも最多ですが、現状において両立できている
のは男性32.3％、女性31.0％と、いずれも望ましい形を大きく下回っています。

●ワーク・ライフ・バランスの望ましい形と現状

全体的に「性別によって差がない」と考えている人が47.3％と約半数

「家庭生活又は地域活動と仕事を両立」が望まれている

「結婚後も女性が職業をもつこと」に肯定的

54

全体

男性

女性

（1）募集や採用の条件

（2）賃金・昇進・昇格

（3）教育や研修制度

（4）仕事の内容

（5）全体的に

家庭生活又は地域活動より
仕事に専念

家庭生活又は地域活動より
仕事を優先

家庭生活又は地域活動と
仕事を両立

仕事より家庭生活又は
地域活動を優先

仕事より家庭生活又は
地域活動に専念

男性の方が
非常に優遇

どちらかと言えば
男性の方が優遇

どちらかと言えば
女性の方が優遇

性別によって差がない
わからない

女性の方が
非常に優遇

無回答

特
に
必
要
な
こ
と
は
な
い

そ
の
他

就
職
情
報
を
積
極
的
に
提
供
す
る

技
能
習
得
の
た
め
の
機
会
を
充
実
す
る

女
性
の
自
覚
や
意
欲・能
力
を
向
上

さ
せ
る

男
性
が
家
事
や
育
児
、介
護
へ
参
加

す
る

雇
用・労
働
条
件
で
の
男
女
間
格
差

を
是
正
す
る

育
児
や
介
護
の
た
め
の
施
設
や

サ
ー
ビ
ス
を
充
実
す
る

労
働
時
間
の
短
縮
、フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム

制（
自
由
勤
務
時
間
制
）、在
宅
勤
務

制
等
を
導
入
す
る

「
育
児
休
業
制
度・介
護
休
業
制
度
」

を
普
及
促
進
す
る

女
性
が
働
く
こ
と
に
対
す
る
、家
族

や
職
場
な
ど
周
囲
の
理
解・協
力
を

深
め
る

子
ど
も
が
病
気
や
け
が
の
時
に
休
み

が
取
れ
る
制
度
を
導
入
す
る

男　性 女　性

男性にとって望ましい形（n=455）
男性本人の現状（n=455）

女性にとって望ましい形（n=607）
女性本人の現状（n=607）

女性は職業を
もたない方が
よい

結婚するまで
は、職業をも
つ方がよい

子どもができる
までは、職業を
もつ方がよい

子どもができても、
ずっと職業を続ける
方がよい

子どもができたら出産や子育て
に専念するためいったん退職し、
子育てが落ち着いた後、再び職業
をもつ方がよい

無回答その他
わからない

全体（n=1,090）
男性（n=   455）
女性（n=   607）

（n＝1,090）

（n＝1,455）

（n＝1,607）

（n＝543）



就労及びワーク・ライフ・バランスについて

　男女がともにワーク・ライフ・バランスを実現するために必要なことについては、「子
どもが病気やけがの時などに休みが取れる制度を導入する」が最も多く38.5％、次いで
「女性が働くことに対する、家族や職場など周囲の理解・協力を深める」29.4％、「育児
休業制度・介護休業制度を普及促進する」29.2％となっています。

●男女がともにワーク・ライフ・バランスを実現するために必要なこと（複数回答）

　女性が職業をもつことに対する考え方については、「子どもができたら出産や子育てに
専念するためいったん退職し、子育てが落ち着いた後、再び職業をもつ方がよい」が最も
多く51.2％、次いで、「子どもができても、ずっと職業を続ける方がよい」26.4％となっ
ています。

●女性が職業をもつことに対する考え方

ワーク・ライフ・バランス実現のために必要なのは多様な環境整備
　勤務先での性別による仕事や待遇面での差については、全ての項目で「性別によって差
がない」との回答が最も多くなっています。全体的には「性別によって差がない」が
47.3％と約半数である一方で、「男性の方が非常に優遇」「どちらかと言えば男性の方が
優遇」の合計も31.9％と３割を超える高い割合となっています。

●勤務先での性別による仕事や待遇面での差

　ワーク・ライフ・バランスの望ましい形については、「家庭生活又は地域活動と仕事を
両立」が男性48.8％、女性62.6％といずれも最多ですが、現状において両立できている
のは男性32.3％、女性31.0％と、いずれも望ましい形を大きく下回っています。

●ワーク・ライフ・バランスの望ましい形と現状

全体的に「性別によって差がない」と考えている人が47.3％と約半数

「家庭生活又は地域活動と仕事を両立」が望まれている

「結婚後も女性が職業をもつこと」に肯定的

54

全体

男性

女性

（1）募集や採用の条件

（2）賃金・昇進・昇格

（3）教育や研修制度

（4）仕事の内容

（5）全体的に

家庭生活又は地域活動より
仕事に専念

家庭生活又は地域活動より
仕事を優先

家庭生活又は地域活動と
仕事を両立

仕事より家庭生活又は
地域活動を優先

仕事より家庭生活又は
地域活動に専念

男性の方が
非常に優遇

どちらかと言えば
男性の方が優遇

どちらかと言えば
女性の方が優遇

性別によって差がない
わからない

女性の方が
非常に優遇

無回答

特
に
必
要
な
こ
と
は
な
い

そ
の
他

就
職
情
報
を
積
極
的
に
提
供
す
る

技
能
習
得
の
た
め
の
機
会
を
充
実
す
る

女
性
の
自
覚
や
意
欲・能
力
を
向
上

さ
せ
る

男
性
が
家
事
や
育
児
、介
護
へ
参
加

す
る

雇
用・労
働
条
件
で
の
男
女
間
格
差

を
是
正
す
る

育
児
や
介
護
の
た
め
の
施
設
や

サ
ー
ビ
ス
を
充
実
す
る

労
働
時
間
の
短
縮
、フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム

制（
自
由
勤
務
時
間
制
）、在
宅
勤
務

制
等
を
導
入
す
る

「
育
児
休
業
制
度・介
護
休
業
制
度
」

を
普
及
促
進
す
る

女
性
が
働
く
こ
と
に
対
す
る
、家
族

や
職
場
な
ど
周
囲
の
理
解・協
力
を

深
め
る

子
ど
も
が
病
気
や
け
が
の
時
に
休
み

が
取
れ
る
制
度
を
導
入
す
る

男　性 女　性

男性にとって望ましい形（n=455）
男性本人の現状（n=455）

女性にとって望ましい形（n=607）
女性本人の現状（n=607）

女性は職業を
もたない方が
よい

結婚するまで
は、職業をも
つ方がよい

子どもができる
までは、職業を
もつ方がよい

子どもができても、
ずっと職業を続ける
方がよい

子どもができたら出産や子育て
に専念するためいったん退職し、
子育てが落ち着いた後、再び職業
をもつ方がよい

無回答その他
わからない

全体（n=1,090）
男性（n=   455）
女性（n=   607）

（n＝1,090）

（n＝1,455）

（n＝1,607）

（n＝543）



　ＤＶを受けた経験等については、すべてのＤＶについて男性より女性のほうが経験者の
比率が高く、特に、なぐったりけったりするなど身体的なＤＶについては、女性の 20.5％
が被害を経験しています。また、いずれかのＤＶを受けた経験がある人のうち、男性の
50.0％、女性の35.8％が「どこ（誰）にも相談しなかった（できなかった）」としています

●ＤＶに関する経験等

●ＤＶ被害についての相談状況（複数回答）

身体的なＤＶを受けたことがある女性は20.5％
　女性が再就職するために必要なことについては、「結婚・出産などによる退職者の再雇
用制度を普及促進する」が最も多く55.1％、次いで、「育児や介護のための施設やサービ
スを充実する」47.0％、「労働時間の短縮やフレックスタイム制（自由勤務時間制）を導
入する」43.1％となっています。
 
●女性が再就職するために必要なこと（複数回答）

　男性が「育児休業制度・介護休業制度」を利用することについては、「どちらかといえ
ば取ったほうがよい」が育児休業・介護休業ともに最も多く４割超となっています。「積
極的に取ったほうがよい」との合計では、育児休業は71.8％、介護休業は77.6％となっ
ています。

●男性が「育児休業制度・介護休業制度」を利用すること

女性の再就職に必要とされている「再雇用制度の普及促進」

男性の育児・介護休業「取ったほうがよい」が７割超

76

。

（1）育児休業

（2）介護休業

積極的に取ったほうがよい どちらかといえば取ったほうがよい

どちらかと
いえば取らない
ほうがよい

取らないほう
がよい わからない

無回答

そ
の
他

そ
の
他
の
公
的
機
関
に
相
談
し
た

法
務
局
や
人
権
擁
護
委
員
に
相
談
し
た

警
察
に
連
絡・相
談
し
た

家
族
や
親
戚
に
相
談
し
た

友
人
、知
人
に
相
談
し
た

医
療
関
係
者（
医
師
、看
護
師
、助
産
師

な
ど
）に
相
談
し
た

ど
こ（
誰
）に
も
相
談
し
な
か
っ
た（
で
き

な
か
っ
た
）

民
間（
Ｎ
Ｐ
Ｏ
含
む
）の
専
門
家
や
専
門

機
関（
弁
護
士・弁
護
士
会
、カ
ウ
ン
セ
リ

ン
グ
機
関
、民
間
シ
ェ
ル
タ
ー
な
ど
）に

相
談
し
た

配
偶
者
暴
力
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー
、県

子
ど
も・女
性・障
害
者
支
援
セ
ン
タ
ー

（
婦
人
相
談
所
）、男
女
共
同
参
画
推
進

セ
ン
タ
ー
な
ど
に
相
談
し
た

学
校
関
係
者（
教
員
、養
護
教
員
、ス
ク
ー

ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
な
ど
）に
相
談
し
た

無
回
答

特
に
必
要
な
こ
と
は
な
い

そ
の
他

わ
か
ら
な
い

就
職
情
報
を
積
極
的
に
提
供
す
る

技
能
習
得
の
た
め
の
機
会
を
充
実

す
る

採
用
の
年
齢
制
度
の
廃
止
や
緩
和

を
促
進
す
る

女
性
が
働
く
こ
と
に
対
す
る
、家
族

や
職
場
な
ど
周
囲
の
理
解・協
力
を

深
め
る

労
働
時
間
の
短
縮
や
フ
レ
ッ
ク
ス

タ
イ
ム
制（
自
由
勤
務
時
間
制
）を

導
入
す
る

育
児
や
介
護
の
た
め
の
施
設
や

サ
ー
ビ
ス
を
充
実
す
る

結
婚
・
出
産
な
ど
に
よ
る
退
職
者

の
再
雇
用
制
度
を
普
及
促
進
す
る

全体（n=219）
男性（n=  40）
女性（n=173）

全体（n=1,006）
男性（n=   412）
女性（n=   570）

人権（セクハラ・DV）について

身体的DVを受けた経験

心理的DVを受けた経験

経済的DVを受けた経験

性的DVを受けた経験

男性（n=455） 女性（n=607）

無回答 まったくない
何度も
あった

1、2度あった
無回答まったくない

何度も
あった1、2度あった

（n＝1,090）



　ＤＶを受けた経験等については、すべてのＤＶについて男性より女性のほうが経験者の
比率が高く、特に、なぐったりけったりするなど身体的なＤＶについては、女性の 20.5％
が被害を経験しています。また、いずれかのＤＶを受けた経験がある人のうち、男性の
50.0％、女性の35.8％が「どこ（誰）にも相談しなかった（できなかった）」としています

●ＤＶに関する経験等

●ＤＶ被害についての相談状況（複数回答）

身体的なＤＶを受けたことがある女性は20.5％
　女性が再就職するために必要なことについては、「結婚・出産などによる退職者の再雇
用制度を普及促進する」が最も多く55.1％、次いで、「育児や介護のための施設やサービ
スを充実する」47.0％、「労働時間の短縮やフレックスタイム制（自由勤務時間制）を導
入する」43.1％となっています。
 
●女性が再就職するために必要なこと（複数回答）

　男性が「育児休業制度・介護休業制度」を利用することについては、「どちらかといえ
ば取ったほうがよい」が育児休業・介護休業ともに最も多く４割超となっています。「積
極的に取ったほうがよい」との合計では、育児休業は71.8％、介護休業は77.6％となっ
ています。

●男性が「育児休業制度・介護休業制度」を利用すること

女性の再就職に必要とされている「再雇用制度の普及促進」

男性の育児・介護休業「取ったほうがよい」が７割超

76

。

（1）育児休業

（2）介護休業

積極的に取ったほうがよい どちらかといえば取ったほうがよい

どちらかと
いえば取らない
ほうがよい

取らないほう
がよい わからない

無回答

そ
の
他

そ
の
他
の
公
的
機
関
に
相
談
し
た

法
務
局
や
人
権
擁
護
委
員
に
相
談
し
た

警
察
に
連
絡・相
談
し
た

家
族
や
親
戚
に
相
談
し
た

友
人
、知
人
に
相
談
し
た

医
療
関
係
者（
医
師
、看
護
師
、助
産
師

な
ど
）に
相
談
し
た

ど
こ（
誰
）に
も
相
談
し
な
か
っ
た（
で
き

な
か
っ
た
）

民
間（
Ｎ
Ｐ
Ｏ
含
む
）の
専
門
家
や
専
門

機
関（
弁
護
士・弁
護
士
会
、カ
ウ
ン
セ
リ

ン
グ
機
関
、民
間
シ
ェ
ル
タ
ー
な
ど
）に

相
談
し
た

配
偶
者
暴
力
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー
、県

子
ど
も・女
性・障
害
者
支
援
セ
ン
タ
ー

（
婦
人
相
談
所
）、男
女
共
同
参
画
推
進

セ
ン
タ
ー
な
ど
に
相
談
し
た

学
校
関
係
者（
教
員
、養
護
教
員
、ス
ク
ー

ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
な
ど
）に
相
談
し
た

無
回
答

特
に
必
要
な
こ
と
は
な
い

そ
の
他

わ
か
ら
な
い

就
職
情
報
を
積
極
的
に
提
供
す
る

技
能
習
得
の
た
め
の
機
会
を
充
実

す
る

採
用
の
年
齢
制
度
の
廃
止
や
緩
和

を
促
進
す
る

女
性
が
働
く
こ
と
に
対
す
る
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族

や
職
場
な
ど
周
囲
の
理
解・協
力
を

深
め
る

労
働
時
間
の
短
縮
や
フ
レ
ッ
ク
ス

タ
イ
ム
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自
由
勤
務
時
間
制
）を

導
入
す
る

育
児
や
介
護
の
た
め
の
施
設
や

サ
ー
ビ
ス
を
充
実
す
る

結
婚
・
出
産
な
ど
に
よ
る
退
職
者

の
再
雇
用
制
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及
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全体（n=219）
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無回答 まったくない
何度も
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1、2度あった
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何度も
あった1、2度あった

（n＝1,090）



　「女性の活躍促進・男女共同参画社会」の実現のために行政が力を入れるべき施策につ
いては、「子育てや介護中でも仕事が続けられるよう、休業・休暇・短時間勤務などの制
度を充実する」が最も多く41.0％、次いで「長時間労働の見直しや在宅勤務の普及など男
女ともに働き方を見直す」31.4％、「保育・介護の施設・サービスを充実する」27.8％と
なっています。

●今後、行政が力を入れていくべき施策（複数回答）

　長崎県男女共同参画推進センターに望まれる重点的な事業については、「男女共同参画
に関する幅広い情報の収集・提供」が最も多く41.4％、次いで「各種団体や地域で活躍す
る女性リーダーの育成」33.9％、「地域での啓発活動を行う人材の育成」28.6％となって
います。

●長崎県男女共同参画推進センターに望まれる重点的な事業（複数回答）

行政に望まれる施策は「休業・休暇・短時間勤務など制度の充実」

県男女共同参画推進センターに望まれる｢男女共同参画に関する情報の収集･提供｣

　政策・方針決定への女性参画が望まれる役職については、「国会議員・都道府県議会議
員・市町村議会議員」が最も多く40.4％、次いで「企業の管理職」31.1％、「都道府県知
事・市町村長」30.5％となっています。

●政策・方針決定への女性参画が望まれる役職（複数回答）

　企画・方針を検討するような場へ女性が参画するために必要なことについては、「家庭、
職場、地域における性別による役割分担や性差別の意識を改める」が最も多く39.4％、次
いで「男性優位の組織運営を改める」39.1％、「家族の支援・協力が得られるようにす
る」33.0％となっています。

●企画・方針を検討するような場へ女性が参画するために必要なこと（複数回答）

女性が増えるとよいと思う役職は「国･都道府県･市町村の議会議員」

98

女性参画のために必要な「性別による役割分担や性差別の意識改革」

そ
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他
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な
こ
と
は
な
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女
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分
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研
究
者
等
）に
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る
女
性
の
進
出
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支
援
す
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民
間
企
業・団
体
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の
管
理
職
に
女
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の
登
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が
進
む
よ
う
支
援
す
る

女
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に
対
し
、積
極
的
な
社
会
参
画
や

就
労
継
続
の
た
め
の
教
育・啓
発
を
行
う

男
性
に
対
し
、育
児・介
護・地
域
生
活

へ
参
画
す
る
よ
う
、教
育・啓
発
を
行
う

男
女
の
平
等
と
相
互
の
理
解
や
協
力

に
つ
い
て
の
意
識
啓
発
や
広
報
・
Ｐ
Ｒ

を
行
う

法
律
や
制
度
の
面
で
見
直
し
を
行
う

国・地
方
公
共
団
体
の
審
議
会
委
員
や

議
員
な
ど
、政
策
決
定
の
場
に
女
性
を

積
極
的
に
登
用
す
る

長
時
間
労
働
の
見
直
し
や
在
宅
勤
務

の
普
及
な
ど
男
女
と
も
に
働
き
方
を

見
直
す

子
育
て
や
介
護
中
で
も
仕
事
が
続
け
ら

れ
る
よ
う
、休
業・休
暇・短
時
間
勤
務

な
ど
の
制
度
を
充
実
す
る

女
性
に
対
す
る
暴
力（
セ
ク
ハ
ラ
、Ｄ
Ｖ

な
ど
）の
根
絶
と
被
害
者
に
対
す
る
支

援
を
充
実
す
る

女
性
や
男
性
の
生
き
方
や
悩
み
に
関
す

る
相
談
の
場
を
提
供
す
る

そ
の
他

特
に
必
要
な
こ
と
は
な
い

相
談
機
能
の
充
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市
町
職
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啓
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講
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開
催

男
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啓
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催

男
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共
同
参
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調
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広
報
誌
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パ
ン
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ッ
ト

に
よ
る
啓
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フ
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ー
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内
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収
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発
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行
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の
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成
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体
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地
域
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活
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性
リ
ー
ダ
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の
育
成

男
女
共
同
参
画
に
関
す
る

幅
広
い
情
報
の
収
集・提
供

そ
の
他

特
に
な
い

農
協・漁
協
の
役
員

大
学
教
授

労
働
組
合
の
幹
部

企
業
の
経
営
者

町
内
会
長・自
治
会
長

裁
判
官・検
察
官・弁
護
士

都
道
府
県
知
事・市
町
村
長

企
業
の
管
理
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家
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務
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方
公
務
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理
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道
府
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町
村
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女性の活躍促進・男女共同参画社会づくりについて
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な
ど
の
国
際
機
関
の

管
理
職

そ
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特
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こ
と
は
な
い

女
性
の
意
識
を
高
め
る

女
性
の
活
動
を
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援
す
る

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
つ
く
る

全体（n=1,090）
男性（n=   455）
女性（n=   607）

男
性
優
位
の
組
織
運
営
を

改
め
る

家
族
の
支
援・協
力
が
得
ら

れ
る
よ
う
に
す
る

家
庭
、職
場
、地
域
に
お
け
る

性
別
に
よ
る
役
割
分
担
や

性
差
別
の
意
識
を
改
め
る

女
性
の
能
力
を
向
上
さ
せ

る
機
会
を
増
や
す

女
性
の
参
画
を
積
極
的
に

進
め
よ
う
と
考
え
る
人
を

増
や
す

子
育
て
や
介
護
で
い
っ
た
ん
仕
事
を
や
め
た

人
の
再
就
職
を
支
援
す
る
た
め
、就
職
情
報

の
提
供
、職
業
訓
練
、研
修
等
を
充
実
す
る

保
育・介
護
の
施
設・サ
ー
ビ
ス
を
充
実

す
る
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